
これまでの取組状況 当面（今年度中）の取組 予算措置状況
期待される効果・
達成すべき目標

（３）地域経済活動の再生

文部科学
省

○平成23年度３次補正予算より、大学や研究機関等によ
る復興支援のためのネットワークとして「東北マリンサイエ
ンス拠点」を形成し、海洋生態系の調査研究と新たな産
業の創成につながる技術開発を開始。海洋生態系の調
査研究については、地元の漁業者、関連団体等と協力し
つつ調査を進め、調査結果が漁業計画の策定や養殖場
の設定に活用されるなど、着実に成果が利用されてい
る。新たな産業の創成につながる技術開発については、
地元企業等と連携して研究開発を推進し、効率的な海藻
の生産システムを提示するなど、新産業の創出に向け、
実証的な成果を創出。このほか、東北の海洋生態系の調
査を行うための船舶を建造。
○平成28年3月には国際シンポジウムを、平成29年11月
には世界防災フォーラムにおいてセッションを開催。海洋
生態系の理解に基づいた新たな漁業復興の道筋等につ
いて、外国人も交えて議論し、東北マリンサイエンス拠点
形成事業の成果を広く世界に発信。

○被災地の水産業復興につな
がる海洋生態系の調査研究や
社会実装を実施し、東北マリン
拠点形成事業の最終成果報告
としてシンポジウム等を開催す
る。
○新たな産業の創成につなが
る技術開発については、平成
27年度までで事業終了。

・東北マリンサイエ
ンス拠点形成事業
539百万円【復興特
会】

○海洋生態系変動メカニズム
の解明、大学等の技術シーズ
をもとにした革新的な技術開発
（平成27年度までで事業終了）
を通じて、東北沿岸から沖合に
かけての漁場の回復と産業の
復興を支援。

各府省の復興施策の取組状況の取りまとめ-公共インフラ以外の復興施策-

復興施策 担当
省庁

　⑤水産業

（ⅱ関連）
東北マリンサイエン
ス拠点の構築



農林水産
省

○　被災漁業者のために漁業協同組合等が行う漁船・漁
具等の建造等を支援。
○　漁船・漁具等の復旧を促進するため、被災地での事
業説明会を実施。
○　平成23年度は補助事業の交付決定前であっても４月
１日以降に建造等着手したものは補助対象とすることとし
柔軟に対応。
○　漁船等の復旧のため、平成23年度補正予算から令
和元年度予算までで８道県に対して累計で49,754百万円
を交付。自力復旧も含めて、漁船19,136隻が復旧完了
（令和２年１月末現在）。
○　令和元年度までに54件の漁業復興計画を認定し、う
ち49件を実施済み（令和2年3月末現在）。 漁協等が行う
漁船等の復旧に併せた漁船・船団の近代化・合理化等に
よる震災前以上の収益性の確保を目指した生産体制の
構築を支援。

○　被災地では共同利用漁船
等の建造・導入が順次進んで
おり、被災県への補助金交付
を着実に実施。
○　漁船・漁具等の追加の事業
申請に対し速やかに交付決
定。
なお、福島第１原子力発電所事
故の影響で復旧が遅れている
福島県の要望を踏まえ、令和２
年度末までに被災道県全体で
約２万隻の復旧を目指す。
○　漁船等の復旧に併せて、漁
船・船団の近代化・合理化等に
よる漁業の体質強化を目指す
取組として、震災前以上の収益
性の確保を目指した生産体制
の構築に資する事業等を行う
漁協等を支援。

共同利用漁船等復
旧支援対策事業
278百万円
　（令和２年度）【復
興特会】

○　福島県の漁業者にあって
は、現在試験操業の段階で、本
格的操業に至っていないことか
ら、漁船の建造を見合わせてお
り、これら問題が解決し、漁船
漁業の再開が希望された場合
は、速やかに対応し、被災道県
全体で約２万隻（平成25年8月
公表の目標）の復旧を目指す。
○　震災後の環境に対応した収
益性の高い操業体制への転換
の取組が促進されるとともに、
今後は、特に福島県等の漁業
者の取組を支援し、漁船の復旧
に併せた漁船・船団の近代化・
合理化等による漁業の体質強
化を目指す。

農林水産
省

○　被災地における水産加工・流通業の復旧・復興に向
けて、製氷施設や冷凍冷蔵施設等共同利用施設の修繕
等を支援。
○　水産業共同利用施設復旧支援事業及び水産業共同
利用施設復旧整備事業等で水産業共同利用施設の復旧
を促進するため、被災地での事業説明会を実施。
○　補助事業の交付決定前でも平成23年４月１日以降に
着手したものについては、補助対象とすることとして柔軟
に対応。
○　令和元年12月末までに、岩手、宮城、福島で被災し、
再開を希望する水産加工施設（781施設）のうち97%（754
施設）が業務再開。
○　被災地の水産加工業の販路回復等のための個別指
導、セミナー、商談会等の開催、販路回復に必要な加工
機器の整備等を支援。

○　水産加工施設等共同利用
施設等を引き続き支援。
○　関係省庁や地方公共団体
と連携し、再開希望者からの個
別具体的な要望・相談に適切
に対応。
○　被災地の水産加工業の販
路回復等のための個別指導、
セミナー、被災地産水産加工品
の安全性や魅力を発信する取
組、商談会等の開催、販路回
復に必要な加工機器の整備等
を引き続き支援。

・水産業共同利用
施設復旧整備事業
1,062百万円（令和
２年度）【復興特会】
（・復興交付金「水
産業共同利用施設
復興整備事業【復
興特会】　)
・復興水産加工業
等販路回復促進事
業1,182百万円（令
和２年度）【復興特
会】

○　被災した水産加工・流通施
設が水産業共同利用施設復旧
整備等により業務を再開し、被
災地からの水産物の安定供給
の早期実現を図る。

○　被災地の水産加工業者の
販路の回復・新規開拓等に向
けた取組を支援することで、被
災地の水産加工業の早期復興
を目指す。

（ⅰ、ⅱ関連）
漁船の復旧・復興

（i)(ⅱ）関連
水産加工・流通業の
復興



農林水産
省

○　種苗生産施設の復旧等に対する支援及び被災県の
種苗生産体制が整うまでの間の他海域の種苗生産施設
等からの種苗の導入等に対する支援等を実施。
令和元年度末時点で、
・さけ・ますの種苗生産は、被災前の生産能力の約90％
まで回復
・さけ・ます以外の種苗生産は、被災前の生産能力の約
95％まで回復

○　令和元年度に引き続き、サ
ケ、アワビ、ヒラメ及びアユの種
苗生産施設の復旧等に対する
支援を行うとともに、種苗生産
体制が整うまでの間、他海域の
種苗生産施設からの種苗の導
入や震災の影響によるさけの
来遊数の減少に対応した支援
等を実施。
令和２年度末時点で、さけ・ま
すの種苗生産は、被災前の生
産能力の90％を維持の見込
み。さけ・ます以外の種苗生産
は、被災前の生産能力の約
95％を維持の見込み。

・水産業共同利用
施設復旧整備事業
1,062百万円（令和
２年度）【復興特会】
・被災海域における
種苗放流支援事業
700百万円（令和２
年度）【復興特会】

○　サケ、アワビ、ヒラメ及びア
ユの種苗生産について被災前
の生産能力に回復させる。
　また、被災前のように、漁業者
による種苗生産経費の負担に
より、種苗放流が実施されるよ
うにする。

（ⅱ関連）
種苗生産体制の再
構築



○　本制度について、必要な情
報の提供、助言その他の援助
を行う。

－
○　地元漁業者主体による迅
速な養殖業の再開。

（ⅴ関連）
漁業権に関する特区
制度

農林水産
省

○　東日本大震災復興特別区域法（平成23年12月26日
施行。以下「特区法」という。）において、漁業権に関する
特区制度を創設。
○　平成25年４月に宮城県から漁業権に関する特区制度
をその内容に含む復興推進計画の認定申請があり、これ
に対し農林水産大臣が同意のうえ内閣総理大臣が認定
を行い、当該認定を受けて宮城県知事が漁業権に関する
特区制度を活用して宮城県石巻市の法人に漁業権を免
許した（存続期間は平成25年９月１日から平成30年８月
31日まで）。
○　平成30年の漁業権の切替に際し、平成30年５月に宮
城県から復興推進計画の変更申請があり、農林水産大
臣の同意の上内閣総理大臣が認定を行ったが、競願が
なかったことから、宮城県知事が当該法人に漁業権を免
許した（存続期間は平成30年９月１日から令和５年８月31
日まで）。
＜漁業権に関する特区制度の概要＞
　　地元の漁業者のみでは養殖業の再建が困難と認めら
れるときに、県が特定区画漁業権の免許事業を復興推進
計画に定め、内閣総理大臣の認定を受けた場合には、
① すぐに事業を開始できる具体的な計画を有している
② 地元漁民の生業の維持、地元雇用の創出
③ 他の漁業との協調その他水面の総合利用に支障を及
ぼすおそれがない等の基準を満たす地元漁民を７割以上
含む法人又は地元漁民を７人以上含む法人について、漁
業法第18条の規定（優先順位の規定）の適用を除外し、
第１順位として特定区画漁業権に係る免許をすることが
できるものとする。



国土交通
省

○被災した造船関連事業者は、政府系金融機関による
金融支援制度や中小企業等復旧・復興支援補助制度の
活用に係る支援等の支援制度を活用し、応急的な復旧に
より事業を再開。
○しかしながら、地盤沈下により船台の一部が水没した
ままである、あるいは、防潮堤等の公共工事により移転を
余儀なくされている等の課題を抱え、本格的な復興には
至らないものもあった。これらの造船所の復興を支援する
ため、集約等により経営基盤の強化を図る取組の支援を
目的とし、平成25年度予算において造船業等復興支援事
業費補助金制度を創設。８件の集約化事業に対する補助
金の交付決定を行い、復興に向けた取組を推進。令和元
年９月までに全８件の事業が完了。

令和元年度終了 -
東北地方における水産業等
の基幹産業を支える被災地
域の造船業の着実な復興。

（ⅲ関連）
造船業の復興


